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正誤表

No. 頁 箇所 誤 正 備考

1 13 A.6.5 b) 2) －：評価不要
－：評価不要（機能維持確認済み加速

度を超える場合は評価が必要）
添付参照

2 39 C.8 引用文献(12) 

(12) 建設省住宅局建築指導課監修, コ
ンクリートの塩化物総量抑制とアルカ

リ骨材反応対策

（1987 年） 

(12) 建設省住宅局建築指導課監修, コ
ンクリートの塩化物総量規制とアル

カリ骨材反応対策

（1987 年） 

添付参照

3 39 C.8 引用文献(16) (16) 日本建築学会, 鋼構造設計基準 許
容応力度設計法（2005 年） 

(16) 日本建築学会, 鋼構造設計規準 許
容応力度設計法（2005 年） 添付参照
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運転初期からの経年劣化管理を行う。

劣化傾向が予測からかい離する可能性がある部位・経年劣化事象のうち，劣化傾向を点検によって

監視可能なものについては，適切な方法によって継続的な傾向監視を行い，その結果に応じて点検計

画の見直しを行う。（附属書 F 参照） 

A.6 経年劣化メカニズムまとめ表 

まとめ表のリスト及びシートを A.6.1～A.6.4 に規定する。また，記号を A.6.5 に規定する。 

A.6.1 経年劣化メカニズムまとめ表リスト-BWR 

附属書 A の添付資料-1（別冊）に示す。 

A.6.2 経年劣化メカニズムまとめ表-BWR 

附属書 A の添付資料-2（別冊）に示す。 

A.6.3 経年劣化メカニズムまとめ表リスト-PWR 

附属書 A の添付資料-3（別冊）に示す。 

A.6.4 経年劣化メカニズムまとめ表-PWR 

附属書 A の添付資料-4（別冊）に示す。 

A.6.5 記号（解説 A-2，解説 A-3） 
a) 高経年化技術評価不要 1)の条件

高経年化技術評価不要の条件を以下の記号で規定する。この高経年化技術評価不要の条件を

満たしている経年劣化事象は，高経年化技術評価不要とできる。

①：当該経年劣化事象の発生の可能性がない使用条件下であること。

②：当該経年劣化事象の発生条件を設計上考慮して，発生を防止していること。

③：過誤防止策によって，保全の実施不備を要因とする当該経年劣化事象の発生を防止し

ていること。 

－：評価不要（消耗品・定期取替品又は経年劣化事象が想定されない部位） 

注 1) A.5 の運転初期からの経年劣化管理の対象から除外するものではない。 
b) 耐震安全上の機能別評価項目

1) 静的機能

★：評価対象

／：評価対象外

2) 動的機能

★：固有振動数に係らず評価

☆：剛でない場合のみ評価

＊：一般の耐震設計で対応

－：評価不要（機能維持確認済み加速度を超える場合は評価が必要）

／：評価対象外（動的機能が要求されない部位）

付：付属品（評価の要否を個別に判断する必要がある）

（同等の部位の JEAC4601-2008 の基本評価項目で判別した場合，分類記号に“ ' ”を付記） 

c) 耐震上の影響

◎：経年劣化の進展による機器の構造強度及び振動応答特性への影響が有意

nakagawa923086
長方形



39 

AESJ-SC-P005：2015 

C.8.2.11 二次評価以降の健全性評価 

 二次評価を満足できない場合は，経年劣化事象について詳細な調査を行い，対策として，補修方法

又は取替えなどの予防保全策について検討を行う。また，補修を実施する場合には，その妥当性及び

耐久性を確認する。
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